
教員養成に関する近年の政策動向について

教職課程コアカリキュラムの作成
（平成29年11月）

■教科や学校種によって異なる教職課程のうち、共通性の高い
「教職に関する科目」において、全大学の教職課程で共通的に
修得すべき資質能力を明確化
■教職課程の認定を行う際に確認すべき事項として活用
（平成30年の全大学の課程認定から活用）

■教科のうち、英語については特に指導法、専門科目についても作成

教職課程コアカリキュラムの例（各教科の指導法の場合）

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（平成27年12月中央教育審議会答申）

全体目標
教科における教育目標等について理解し、学習指導要領の内容と背景となる学問と
を関連させて理解を深めるとともに、授業設計を行う方法を身に付ける。

一般目標 具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を身に付ける。

到達目標

学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業計画と学習指導案を
作成できる。

模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

教育職員免許法施行規則の改正
（平成29年11月）

■学校現場で必要とされる知識や技能を養成課程で獲得できるよ
う、 教職課程の内容を充実。

教職課程に新たに加える内容の例

【単 位 化】 ・特別支援教育 ・外国語教育
【必修内容として明確化】 ・ICTを用いた指導法 ・道徳教育の理論 ・学校体験活
動 ・チーム学校への対応 ・総合的な学習の時間の指導法 ・アクティブ・ラーニングの
視点に立った授業改善 ・学校安全への対応 ・学校と地域との連携 ・キャリア教育 等

全大学の教職課程の審査・認定
（平成30年）

平成３１年４月１日から、認定を受けた1,283校の大学等の合計1万9,416課程で履
修内容を充実させた教育課程の開始

✔平成28年の法改正及び平成29年の省令改正により、学校現場の状況の変化や教育を巡る環境の変化に対応するため、
特別支援教育の充実や、ＩＣＴを用いた指導法等の内容が新たに盛り込まれたところ。
✔教職課程を有する全ての大学等（1,283校）に設置される合計1万9,416課程に上記内容が盛り込まれたことを国において審査・認定し、平成31年
４月より新たな教職課程が始まった。

■教科の専門的内容と指導法を一体的に学ぶことを可能とする
「教科及び教職に関する科目」に大括り化

教育職員免許法の改正
（平成28年11月）

教科及び教職に関する科目
教科の専門的内容と指導法を統合した科目など意欲的な取り組みが実施可能となる

教科の指導法の例
・学習指導要領における理科の目標と内容
・板書計画や指導案の作成 ・模擬授業

教科の専門的内容の例
・物理学 ・化学
・生物学 ・地学

ＧＩＧＡスクール構想の実現という大きな変化を受けて、教師のICT活用指導力については更なる向上を図る必要が生じてきた。

令和３年１月 1 4日
第129回初中分科会・
第 1 9 回 特 別 部 会
合 同 会 議
資 料 ５
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教職課程等におけるＩＣＴに関する内容を扱う授業の状況

含めることが必要な事項
１種免許状（学士相当）

修得単位数

教職課程

教科・指導法科目 イ 教科専門
ロ 指導法（ICT含む）（10教科各１単位以上）

30単位

基礎的理解科目 イ 教育の理念歴史思想
ロ 教職の意義/教員の役割・職務内容（チーム学校含む）
ハ 教育の社会制度経営（地域連携・学校安全含む）
ニ 児童生徒等の心身の発達・学習の過程
ホ 特別支援（１単位）
ヘ 教育課程（カリキュラム・マネジメント含む）

10単位

道徳等科目 イ 道徳（２単位）
ロ 総合的な学習の時間
ハ 特別活動
ニ 教育の方法・技術（ICT含む）
ホ 生徒指導
ヘ 教育相談
ト 進路指導（キャリア教育含む）

10単位

教育実践科目 イ 教育実習（５単位）
ロ 教職実践演習（２単位）

７単位

独自設定科目 ２単位

大学の
一般教養

教職課程外で学ぶこととされているものとして、日本国憲法（２単位）、体育（２単位）、外国語コミュ
ニケーション（２単位）、情報機器の操作（２単位）

８単位

合計（59＋８） 59+８ 単位

（小学校教諭の１種免許状を取得する場合の例）
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教職課程におけるＩＣＴ活用に関する内容の修得促進に向けた取組（案）

＜今後のスケジュール＞
令和２年10月 令和３年４月 令和４年４月

教職課程等の開始
省令の改正及びコアカリキュラム

の作成 授業科目の整備
教員養成部会での議論

国

大学

入 学

総論の修得

社会一般の教養

実践による
総まとめ

卒 業

教科毎に分化した
修得

「情報機器の操作」（２単位）

「各教科の指導法（情報機器及び教材の活
用を含む。） 」の一部

＜現行のICT修得の状況＞

現状、制度上の位置付けなし

「教育の方法及び技術（情報機器及び教材
の活用を含む。）」の一部

点検評価の仕組みなし

大学において順次開設される「数理・データサイエンス・AIに対応した科目」と
「情報機器の操作」を選択可能とする。

※「数理・データサイエンス・AIに対応した科目」を開設している大学は原則、教職課程の学生に
当該科目を修得させることを求める。

教科毎にICTを活用する授業をまとめた動画コンテンツ等の活用※による「各
教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む。） 」の内容の充実

＜新たなICTの修得体制＞

「教職実践演習」においてICTを活用した演習（例えば模擬授業等）を行
うこととする

含むこととされている「（情報機器及び教材の活用）」を切り出し、当該内
容に関して、新たに「情報機器の活用に関する理論及び方法」（仮称）を

事項に追加し、１単位以上修得することを求める。
加えて、追加された事項に関するコアカリキュラムを作成する。

・自己点検評価を通じて大学が自ら確認（省令改正予定/ガイドライン策定予定）

・大学における点検状況の国によるフォローアップ（令和２年10月５日「教職課程
における教師のICT活用指導力充実に向けた取組について」）

「教職実践演習の実施に当たっての留
意事項」（課程認定委員会）の改正

国等が作成した動画コンテンツ等の提供

省令改正、
追加事項に関するコアカリキュラムの作成

省令改正

省令改正、ガイドライン策定
及び通知

令和４年３月末
大学からの届出〆

※なお、①事項の切り出しのため課程認定は不要とし届出によること、②担当教員の業績は「教育の方法及び技術」又は、「各教科の指導
法」の業績で可とすること、③新たな事項は、シラバスにおいて１単位分以上開設されていることが確認できることを条件として「教育の方法及
び技術」と併せての開設を可とすること等について検討していく必要があるのではないか。

※新たに追加される事項においても活用することとする。
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